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3 S.P. Gupta v. Union of India (Judges’ Transfer case), AIR 1982 SC 149. 
4 このあたりの論旨は、 同判決（注３）のパラグラフ 29にて展開されています。 
 http://www.ide.go.jp 














これに対して、第 1次裁判官事件判決の 12年後、上述の 1993年の第 2次裁判官事件判決は、




















6 カリージアムについては、同判決（注３）のパラグラフ 30を参照。 
7 Subhash Sharma v. Union of India, AIR 1991 SC 631. 
 http://www.ide.go.jp 































                                               
8 同判決（注１）のパラグラフ 80にある要約を参照。 
9 同判決（注１）のパラグラフ 69から 70を参照。 
10 Special reference No.1 of 1998, AIR 1999 SC 1.  憲法 143条により大統領には最高裁に対する諮問権が与えられて
おり、最高裁は諮問を受けた場合には、審理後に、その意見を大統領に報告するという規定に基づいたものです。 
11 政府は、第 3次裁判官事件の最高裁の意見に従って、1999年に任命手続内規を策定しました。 
 http://www.ide.go.jp 






























                                               
12 安田信之（1974）「インドにおける「司法危機」」『アジア経済』15(1),  88-99頁。 
13 Kesavananda Bharati v. State of Kerala, AIR 1973 SC 1461. 
14 最先任の裁判官を最高裁長官に据えるという慣行自体の是非、そもそもどう長官を決めるべきかという論争を
惹起しました。その後、非常事態終了後のデサイ政権が先任の原則を復活させ、今日に至っています。 
15 Additional District Magistrate, Jabalpur v. S. S. Shukla , AIR 1976 SC 1207. 
16 Chhiber Maneesh “35 years later, a former Chief justice of India pleads guilty” Indian Express, Sep, 16 2011. もしもう
一度同じ事件を扱えるならば、カンナ裁判官の意見に賛成するだろうと述べています。 
 http://www.ide.go.jp 























月中に通過しました 19。上位裁判所に関わる憲法の規定（憲法第 5編第 4章、第 6編第 5章）
の改正は、両院で可決された後、「認証を求めるため大統領に提出される前に、2 分の１以
上の州の議会によりこれを承認する決議を可決することにより、承認されなければならない」
（憲法 368条 2項）ため、これに必要な数の州の承認を得た後に、二つの法案は 2014年 12
月 31日に大統領により認証され、2015年 4月 13日に施行されました。 






































                                               
20 THE LAW COMMISSION OF INDIA (2008), REPORT NO. 214 (Proposal for Reconsideration of Judges cases I, II and 
III - S. P. Gupta Vs UOI reported in AIR 1982 SC 149, Supreme Court Advocates-on-Record Association Vs UOI reported in 





21 PARLIAMENT OF INDIA RAJYA SABHA DEPARTMENT-RELATED PARLIAMENTARY STANDING 
COMMITTEE ON PERSONNEL, PUBLIC GRIEVANCES, LAW AND JUSTICE (2013) SIXTY FOURTH REPORT The 












案（2014）と憲法改正案をまとめ、2014 年 8 月に下院に提出したのです。その内容は、委
員の構成など、前政権がまとめていたものをほぼそのまま踏襲しています。 
かくしてモディ政権下で 2015年に施行された憲法第 99次改正法は 10条からなり、全国裁
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9 
もう一つ重要な規定は、裁判官の任命勧告について、6 名の委員のうち 2 名の反対がある場
合にはその者の任命を勧告してはならない、と定めていることです（5 条 2 項但書）。つま
り、6名の委員のうち 2名の有識者の選任において与党と野党が関わること、6名の委員会内
で 2名が拒否権を発動すれば、裁判官の任命の対象候補となれないことになる、という形で、
大統領による任命への内閣による助言より前の段階で、行政および立法の関与が広がってい
ます。 
このように司法自身による人事決定を改め、裁判官任命における行政及び立法の役割を拡大
し、明確に組み込む改革を、今回、最高裁は違憲とした、ということになります。しかし、
上述したように、1981年の第 1次裁判官事件では、バグワティ裁判官は、むしろ裁判官の任
命について司法が最終的な決定権を握ることに疑義を示していました。また、インド法律委
員会の報告書が触れているように、三権分立、司法の独立性を保障している国々において、
必ずしも裁判官の任命権を司法の排他的な権限としているわけではありません。それにもか
かわらず、いわば「第 4次」裁判官事件とでもよぶべき今回の事件で、憲法第 99次改正と全
国裁判官任命委員会法を、最高裁はどのような根拠、法理により、これを違憲としたのでし
ょうか。 
続く。 
